
 

 

イノベーション創出基盤 

 

⑪公益財団法人川崎市産業振興財団 

「訪問型ワンストップコーディネート支援活動“出張キャラバン隊”を軸にした川崎モデル『産

学連携/大手企業知財交流事業』」（2013 年一般財団法人日本立地センター理事長賞） 

 

受賞理由：大企業と中小企業が混在する川崎の特徴を活かした、大中小連携事業。産学官や企業

間のネットワーク、大企業保有の知財等を活用して地域を活性化させる優れた取組みである点

が高く評価された。 

 (実施者) 

公益財団法人川崎市産業振興財団 

（事業の背景及び経緯） 

川崎市の産業振興・中小企業支援を目的とした活動である。財団職員、専門家コーディネータ、

及び各支援機関・金融機関などのスタッフとともに直接企業訪問し、新規事業に活用できる各種

施策の情報提供・連携紹介・課題解決等を目的に出張型ワンストップサービスを実施している。 

 (事業内容) 

現場主義を貫き、顔の見えるネットワーク構築に向けて、年間５００社以上の企業訪問活動を

展開している。このベースになるのが平成１７年度より実施している「出張キャラバン隊」であ

る。財団職員、コーディネータ（専門家）、川崎市、関東経済産業局職員等で組織し、支援メニュー、

支援制度の紹介から、中小企業の新製品開発、課題解決、新規事業の開拓等を行う”訪問型ワン

ストップサービス”である。また、地域密着型金融を目指す市内金融機関とも連携した産業支援

の取組みも積極的に行なっている。 

こうした地域企業との信頼関係や、蓄積した多くの企業情報を元に、各企業の個別課題やニー

ズに対応した支援活動を展開している。 

（１）試作開発促進プロジェクト事業 

大学・研究機関等の試作開発ニーズに着目した産学連携活動である。産学連携とは、大学のシー

ズを中小企業に移転、中小企業のニーズに大学のシーズを活用することが、定石であったが、逆

転の発想で、大学のシーズだけではなく大学研究室の“ニーズ”に着目、大学の研究機器、実験

機器等を地域の中小企業が持つ技術力で開発する川崎モデル「産学連携・試作開発促進プロジェ

クト」（３３大学・機関、コア企業２２社が参画）を立ち上げ、数々の産学連携・開発事例を生

み出している。 

この他、顔の見える産学連携の推進を目指して、連携する３３の大学関係者等と共に、優れた

技術を有する市内企業を見学する「大学キャラバン隊」も実施している。 

（２）川崎市知的財産交流会事業 

さらには、川崎市とともに「川崎市知的財産交流会」事業を実施している。これは、大企業が

保有する特許（技術）を市内中小企業に活用いただき、自社製品の開発や新規事業展開に役立て

ていただくという取り組みである。これは、大手企業の研究開発機関が集積していると同時に、

優れた技術を有する中小企業が多く存在する川崎市の地域性を活かした取り組みであり、既に１



 

 

３件の成果が誕生している。１３件の成果の誕生にはコーディネータが大きな役割を果たしてい

る。コーディネータは大手企業と中小企業の間を取り持ち、特許の目利きや中小企業の潜在ニー

ズの発掘、ライセンスにあたっての条件交渉、契約内容の調整、契約後の製品開発、資金獲得、

販路開拓に至るまで一貫して支援を行っている。「ライセンス契約はゴールではなくスタートで

ある」をモットーとした、この「川崎市知的財産交流会」は「川崎モデル」として他都市からも

注目を集め、札幌市、堺市、千葉市等多くの自治体が「川崎モデル」として同様の事業を試みて

いる。 

これらの取り組みから生まれた新製品や新事業は、各ステージに応じて本市、本財団が有する

様々な施策と組合せる形で発展支援を行っている。例えば、当財団が主催するビジネスオーディ

ション「かわさき起業家オーディション・ビジネス・アイデアシーズ市場」での知名度向上や資

金獲得、川崎市内企業の技術を世界へ発信する「川崎ものづくりブランド」の認定獲得で、販売

促進につなげる等、新規訪問から連携、開発、事業化、資金獲得、販売促進に至るまで一貫して

現場で支援することを信条としている。 

(成果) 

産学連携の開発事例では、これまで「福祉農業作業車」「インターネット・モバイルロボット」

「小型エアコンプレッサー」「スパイラルモータ」「リハビリ用電気刺激装置」「光刺激植物

育成装置用のＬＥＤ照明」「神経活動電位チャンバー」「生理食塩水流量計」「ケロイド検査

装置」「太陽光発電学習システム」をはじめ、30 件以上の開発に成功、大学発ベンチャーも誕

生している。 

川崎市知的財産交流会から誕生した成約は、「拡大視認装置/拡大確認装置」、「車載入出力

装置」、「樹脂組成物（チタンアパタイト）」、「電子機器の台足」、「雰囲気分析装置及び

雰囲気分析方法」、「レーザースポット溶接装置」、「包装体の構造」、「出席管理スキャナ

装置」等、特許実施許諾契約１２件、共同研究１件の合計１３件に上る。 

コーディネート支援活動から生まれたこれらの案件に対しては、「川崎ものづくりブランド」

認定獲得へ向けた支援や、開発資金獲得のための支援、販売促進へ向けたマスコミへのＰＲ支

援、新たな企業間連携の支援等、継続して支援を行っている。 

 



 

 

【受賞後の取組について】 

 

2013 年同賞を受賞した後も現場主義を貫き訪問型ワンストップサービスである「出張キャラ

バン隊」を中心とした企業訪問活動を継続的に行い、各企業の個別課題やニーズを直接聞きな

がら産学連携（試作開発促進プロジェクト）、川崎市知的財産交流会事業等の支援活動を行っ

ている。また、地域密着型金融を目指す市内に拠点を置く金融機関とも連携した取組も積極的

に行っている。 

（1）試作開発促進プロジェクト事業 

 大学のシーズだけではない大学研究室の“ニーズ”に着目した産学連携の活動であり、主に

大学の研究機器、実験機器等を市内中小企業が持つ技術力で開発する取組みである。現在は 44

大学・機関、コア企業 22 社が参画している。大学キャラバン隊も継続実施。 

（2）川崎市知的財産交流会事業 

 大企業が保有する特許（技術）を市内企業が活用し、自社製品開発や新規事業展開に役立た

せる取組みである。これまで既に 25 件のマッチング成果と 18 件の製品が生まれている。参加

大手企業も 20 社以上に増えている。 

 

さらに、平成 27 年度には経済産業省関東経済産業局の「平成 27 年度中小企業知的財産活動

支援事業費補助金（地域中小企業知的財産支援力強化事業）」を活用し、「“川崎発”知的財

産交流活動の強化及び全国展開」の取組を行った。具体的には①地域金融機関を活用した「川

崎モデル」の強化と②各地方自治体と連携した「川崎モデル」の全国展開である。 

①について、地域金融機関と「川崎モデル」の支援方法を共有することで、地域金融機関が

持つ地元企業に対するネットワークや営業リソースと川崎市の知的財産交流活動とを相互に連

携させ、「川崎モデル」の担い手を組織的に拡大することを目指した。 

・金融機関向け事業説明会・勉強会の開催：7回 

・金融機関の主要取引先を集めた知財交流会の開催：2 回 など 

②について、川崎市及び当財団が蓄積してきた「知財活用支援のノウハウ」及び「大企業と

のネットワーク」に加え、「“全国型”の知的財産交流モデル」を宮崎県、栃木県、福岡県、

静岡県富士宮市、長野県岡谷市、新潟県柏崎市等 6 県・市等に提供することで、川崎市内はも

とより全国各地における中小企業の知財管理活用支援の機運を高め、国内ものづくり産業の活

性化を目指した。 

・知的財産交流会の共催：6 回開催 

・金融機関及び支援機関職員向け施策勉強会の開催：10 回 など 

 

 


